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第二章　信託基金（tmst　fund79）
一メカニクスリーエン法を補充する制度
　第一節序説
①信託基金制度を紹介する意義
　リーエン法は、不動産改良の支払いを確保するための手段として、メカ
ニクスリーエンの他に信託基金を規定する。これは制定法上の信託80
（statutory　trust）である。すなわち、（以下、注文者、元請負入、下請負人の
三面関係を例にとると）法律によって強制的に、注文者から支払いを受け
た元請負人が、その下請負人や材料供給者のために受託者となる。しか
し、わが国ではこれまで、この信託基金制度は、ほとんど全くと言ってい
いほど紹介されていない81。
　不動産改良の支払いを確保するための手段として、ニューヨータ州法に
おいて信託基金制度が効果的である理由を言えば、次の通りである。（1）
それは制定法上の信託として、何らの手続も要せずに、自動的に元請負人
を下請負人のための受託者とするという点で、一般論として経済的に弱い
立場にある下請負人の債権を保護することができる。（2）基本的に、メ
カニクスリーエンが改良不動産の競売という事後的手段であるのに対し
て、信託基金には、建設資金の流用を未然に防ぐという予防的意味合いが
強い。それによって必ずしも改良不動産を競売しなくとも、下請負人が支
払いを受けられることになる。そして信託を使うメリットが最も発揮され
るのは、（3）受託者である元請負人の債権者による信託資産（trust
asset82）に対する執行、元請負人の破産の局面である。元請負人が所有権
者（注文者）から受領した請負報酬は信託資産となり、元請負人の債権者
は、それを受託者の個人財産として差押さえることができず、また、それ
は破産財団にも属さない（この趣旨を体現するわが信託法第16条がわかりや
すい）。受益者たる下請負人は、信託資産から支払いを受けられることに
なる。
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　したがって、建築請負報酬債権の担保方法について立法論を志向する本
稿において、信託を使って報酬債権を確保するという今までにない新しい
方法を提案するために、信託基金制度を詳しく紹介する意義がある。同時
に、わが国における信託の新しい分野の開拓に資するところがあると考え
る次第である。
②信託基金制度の目的
　この信託基金制度は、リーエン法第3－A章（第70条乃至第79－a条）で
規定されている83。条文数はメカニクスリーエンの規定より少ないけれど
も、一条ごとの規定が長く詳細であるのは、これと同様である。
　そして信託基金の規定は、メカニクスリーエンを補充するものとして
は、ニューヨーク州におけるそれが、おそらく最も詳細であり、またニュ
ーヨーク州における独自の制度といってよいものであろう84。
　信託基金の規定が最初に制定されたのは、1929年である。その後、数度
の改正を経て、判例の発展に伴い、1959年に大幅に改正され、現在に至っ
ている。その沿革の概略については注に譲っておく85。
　信託基金の規定の目的は、「不動産工事の融資のために得られた資金及
び私的工事又は公共工事のための契約履行において生じた金銭が、実際そ
の工事費用を支払うために使われることを保証すること」86である。
　信託基金の規定の制定は労働者と材料供給者が実際に支払われなかった
事件がしばしば起こることによって促された。所有権者又は元請負人は、
一つの建築プロジェクトの途中で、そのプロジェクトの融資又は支払いの
ために借りた金銭を使い、他のプロジェクトを開始したり、完成させたり
した。他の使い道に金銭を流用することを防ぐために用いられた方法が信
託であった。信託を用いることによって、所有権者、元請負人、下請負人
は単に事業者として行動することを禁じられ、そのかわりに、そのプロジ
ェクトのために提供された一定の金銭の受認者的管理人（fiduciary　man－
ager）として行動することを要求されることとなった87。
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③信託基金制度の概要
　信託基金制度においては、融資によって所有権者に与えられた資金は所
有権者を受託者とする信託基金とされ、所有権者から元請負人に支払われ
た又は支払われるべき資金は、元請負人を受託者とする信託基金とされ、
そして元請負人から下請負人に支払われた又は支払われるべき資金は、下
請負人を受託者とする信託基金とされる。各信託の信託資産は他の債権者
に先立って、それらの各受益者の支払いに充当されなければならず、他の
使用への流用は禁じられる。
　以下、所有権者が受託者である信託を所有権者信託、元請負人が受託者
である信託を元請負人信託、下請負人が受託者である信託を下請負人信
託88ということにする。それぞれの信託は独立であり、信託資産、受託
者、受益者に関して各々異なる（第70条2項）。
　そして受益者は、受託者が直接に債務を負う者（契約の相手方）である。
例えば、所有権者信託では元請負人が受益者であり、元請負人信託では下
請負人が受益者、さらに下請負人信託では、孫請負人が受益者となる。
　制定法による信託であるので、委託者（設定者）は特に明示されていな
い89。
④信託基金制度の独立性
　重要なのは、第3－A章の信託が伝統的なメカニクスリーエン法の規
定（第2章及び第3章）に取って代わるものではなく、機能的にはこれを
補充する追加的な手段であるということである（第79条参照）。とはいえ、
メカニクスリーエンを有する信託受益者はどちらの地位に基づいて、自己
の権利を主張してもよい。また、信託受益者としての地位を得るために、
メカニクスリーエンを得る必要もない。従って、法律的観点からすると、
第3－A章信託とメカニクスリーエンとはそれぞれ独立の制度だと言う
ことができる。
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　例えば、所有権者が元請負人に対して、支払いを済ませていて、まだ下
請負人が報酬を受けていない場合を考えてみる。派生原則をとるニューヨ
ーク州法では、この場合、下請負人は、所有権者の不動産に対してメカニ
クスリーエンを実行できない。そこで、それ以前の段階で、元請負人に受
託者の義務を負わせ、所有権者から受領した金銭を下請負人のために保持
させ、流用を防ぐことが一つの方法であろう。信託基金のメカニクスリー
エン補充機能がここにおいて鮮明に浮かび上がる。
　この信託基金規定は、私的公的工事の両方に適用される。但し、公共工
事においては、「所有権者信託」がない。すなわち、州又は公共団体は、
第3－A章において受託者とはならないことに注意を要する。
　以下、リーエン法第3－A章に規定される信託基金規定について、詳
しく見ていくことにする。信託の存続期問（§1）、信託資産（§2）、信託
受益者（§3）、信託受託者の権利義務（§4）、貸付通知と譲渡通知（§5）、
信託実行訴訟（§6）の順にみる。また紹介する判決は、複数の重要な問
題を網羅しており、引用された箇所だけの問題ではないことをお断りして
おく。同時に他の箇所も参照していただきたい。
79信託基金とは「Beneficiary（受益者）の利益又は特定の目的のためtrustee（受
　託者）によって保有される金銭その他の財産」（前掲注（32）英米法辞典〉を指す。
　以下、適宜、信託基金、信託基金制度、信託基金規定と使い分けるが、同義であ
　る。
80制定法上の信託とは「制定法の効果として一定の情況のもとで自動的に成立する
　信託」（前掲注（32）英米法辞典）である。法律によって新たに成立させられる信
　託である。法律によって成立の認められる法定信託の一種であり、当事者の意思表
　示によって設定される信託（設定信託、任意信託）と対比される。英米信託法で
　は、わが国に比べ、信託の認められる範囲が広範であるので、制定法上の信託の例
　も数多くある（英米の制定法上の信託の具体的な例については、海原・前掲注
　（17）35頁以下、同「信託こぼれ話（3）制定法による信託」信託186号95頁参照〉。
　しかし、わが国では、「制定法による信託は、きわめて例外的な存在であ」ると
　される（四宮和夫『信託法（新版）』（有斐閣、1989年）39頁）。その例としては、
　担保付社債信託法第94条2項等が挙げられる。法定信託のもう一つの類型として、
　既存の信託の終了に際して法律によって認められる信託が信託法第63条、第73条に
　規定されている（同38－39頁参照）。
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　　これまでにも、制定法による信託の重要性を提唱する学説もあったが（大阪谷公
　雄「信託法こぼれ話」（信託149号）66－67頁参照）、わが国では当事者によって設定
　される信託が基本であったため、あまり議論されてこなかったという事情がある。
　　しかし、制定法上の信託の例が、わが国でこれまでほとんどなかったというだけ
　で、制定法上の信託がわが国で認められないわけではない。解釈論ならともかく、
　立法論としては、制定法上の信託を紹介、議論する必要性は高いと考える。
81海原・前掲注（17）36頁一37頁参照。前掲注（17）の繰り返しになるが、ここで
　は「工事に対する支払いを受領せる工事請負人（contractor）が、下請負人や資材
　提供者のため受託者となる」ことを、制定法による信託のうち、受託者の選任が制
　定法に委任されている例として、挙げている。
　　しかし、ニューヨータ州の信託基金の規定にっいていえば、工事請負人（元請負
　人）だけではなく、所有権者、下請負人らも受託者となり、範囲が広い。また、信
　託の設定者（委託者）も不要である。したがって、ニューヨーク州の信託基金の規
　定は、制定法上の信託の中で、受託者の選任というよりも、信託そのものが制定法
　によって設定される場合と考えられる。
　制定法上の信託としての信託基金ではないが、建築請負の代金に関して元請負人
　が受託者となるかどうかが争われたカリフォルニア州の判例を紹介しているものと
　して、樋口範雄『フィデュシャリー〔信認の時代〕』（有斐閣、1999年）18頁以下参
　照。カリフォルニア州には信託基金の規定がないので、これは擬制信託（con－
　stmctive　trust）の事例である。この判例は、少なくともこの事件におけるような
　特殊な関係の存する注文者と元請負人と下請負人の三者関係については、擬制信託
　を認めるべきだと判示していると受け取ってまず誤りではないであろう。
　　この点、法律上当然に受託者となる信託基金の規定の方が、利点がある。アメリ
　カでは信認関係が広く認められて、元請負人が下請負人のために受託者となるとい
　う発想も出てくるのであるが、わが国ではこの場合、立法論は別として、擬制信託
　として、元請負人が受託者となるという解釈論を説くことは無理であろう。
　　ところで、もちろん、当事者の設定する信託を使って、下請負人の代金債権の確
　保を試みることは可能である。しかし本稿で重要なのは、自動的に設定される信託
　である。
82　わが信託法の下では「信託財産」の方がポピュラーであるが、本稿では原語に忠
　実に「信託資産」とした。
83　以下、特に断らない限り、信託基金とはこのリーエン法第3－A章で規定され
　ているものを指す。第3－A章信託とも略する。また引用される条文は特に断ら
　ない限り、リーエン法の条文を指す。
84ニューヨーク州以外に信託基金の規定を置いている州として、ミシガン州があ
　る。ミシガン州の信託基金の規定は、全部で3か条からなり、第1条において、
　「建物建築産業において、ある者から元請負人へ、又はその者若しくは元請負人か
　ら下請負人へ支払われた建築契約資金は、本法によって、支払いをなす者、元請負
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　人、労働者、下請負人又は材料供給者の利益のために、信託基金であるとみなされ
　る。そして元請負人又は下請負人は、建物建築目的のために、自己に支払われたす
　べての資金の受託者とみなされる。」とある。第2条、第3条において、元請負人
　又は下請負人が信託資産を流用した場合の刑罰が規定される。（Mich．Stats　Ann．
　§§570．151－570．153）
　　他州でも、主に下請負人、労働者への支払いのために、元請負人を受託者とする
　規定が見うけられる。しかし、ニューヨータ州におけるように、詳細かつ徹底した
　ものは見当たらない。あるいは、任意に当事者間で法律行為による信託の設定が行
　われ、判例も存在する。
　　以上、George　Gleason　Bogert，“The　Law　of　Trusts　and　Trustees”，Revised
　Second　Edition，§246（1992）
85信託基金が最初に規定されたのは1929年で、それ以前では、建築工事に労務又は
　材料を提供した者の保護策はメカニタスリーエンのみであった。1929年の制定法に
　より、土地の所有権者によって受領された一定の資金を、改良費用の支払いのため
　の信託基金とした。
　　当初、信託は、信託基金としてその資金を保持するという条項により成立した。
　そして条項の作成が、メカニクスリーエンに対抗して、その資金が受領された取引
　の有効性のために要求された。すなわち、自動的に信託が成立したわけではなかっ
　たのである。そして、信託資産の流用は窃盗罪（1arceny）とされた。
　　その後、1930年、1932年、1942年の改正により、信託基金の範囲が拡大され、不
　動産改良（私的工事）又は公共工事のために、元請負人又は下請負人によって受領
　された一定の資金を、特定された請求権の支払いのための信託基金とした。
　　また1942年の改正において、信託は民事訴訟の目的のために、受領時に信託基金
　となるであろう金銭の支払いを求める債権に基づく訴えの権利を含むように拡大さ
　れた。
　　さらに、1942年の改正で、信託の受益者の権利は、リーエンのどの権利からも独
　立であり、最初の制定法の下で要求された信託基金条項の作成に依らないとされ
　た。ここで自動的に信託が成立するようになったのである。
　　その後の判例の発展により、判例を顧慮した制定法の再検討、改正、統一が必要
　となった。そして1959年の改正に至ったのである。1959年の改正では、以下の三点
　が明確にされた。
　　第一に、最初の信託資産の獲得から最後の信託請求権が支払われるまでの信託の
　継続（第70条3項）。その結果、そのとき弁済期にある信託請求権があるか否かに
　関わらず、信託基金の授権されない目的への充当は流用となる。
　　第二に、受託者が適切と思う方法で信託請求権を支払う権限の承認（第74条1
　項）。及び同一階層の構成員として信託受益者間の同格原則の承認。それによって、
　裁判所の命令に従う処分において、制定法上の優先権に服して、等分の支払を要求
　する（第77条8項）。
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　　第三に、受託者が信託の現在必要な費用のために金銭を借りうる要件の設定。そ
　れには一時的な融資を担保又は返済するために移転によって流用された信託基金を
　回復する訴訟において、被告に積極的抗弁を認める信託法の一般原則の適用も含ま
　れる（第73条、後述§5③積極的抗弁を参照）。
　　このうち、第一点を改正するきっかけとなった事件は、Gramatan－SuIlivan，
　Inc．v．Koslow，CANY，240F2d523（2d　Circ．1957）である。Gramatan－Sullivan
　事件において、元請負人は被告に債務を負っていた。元請負人は所有権者の不動産
　を改良する契約に基づいて所有権者から受領した金銭を被告に支払った。原告であ
　る下請負人は、元請負人が受託者として資金を保持していたという根拠に基づい
　て、被告に対してこれを回復することを求めた。裁判所は、被告が資金を受領する
　前に弁済期に達していた下請負人の請求権のために回復を認めたけれども、その時
　点で弁済期になっていなかった同人の請求権については回復を認めなかった。信託
　受益者は、自己の請求権が生じる前になされた譲渡を攻撃できないと判示された。
　　以上McKinney’s1959Session　Laws　of　New　York，1601
86McKinney’s1959Session　Laws　of　New　York，1601
　　信託基金規定の目的にっいて、Teman　Bros．，Inc．v．New　York　Plumbers’
　Specialties　Co．，109Misc．2d197，444NYS2d337（1981）は以下のように述べる。
　　「（信託基金）規定の一般的目的は、元請負人、下請負人、建築家、技師、労働
　者、及び材料供給者を、その技量、労務及び材料によって改良をなした者が彼らの
　技量、労務及び材料に対して実際支払われ、又は少なくとも公平に補償されること
　を保証すること、若しくはより確実にすることによって、保護することである。諸
　規定の目的は、改良物の建設のために意図された資金が実際にその目的だけのため
　に使われること、、すなわち、所有権者によって工面された融資金が現実に改良費用
　のために使われること、元請負人に支払われた、又は、支払われるべき金銭が、彼
　が契約した下請負人、労働者、材料供給者に支払われるために使われること、そし
　て、下請負人に支払われた又は支払われるべき金銭が彼が契約した孫請負人、労働
　者、材料供給者に支払うために使われることに注意することであった。」
87McKinneゾs1959Session　Laws　of　New　York，1605
88　ここでいう下請負人には、元請負人の下請負人、下請負人の下請負人、孫請負人
　の下請負人等々が含まれる。
89わが国の信託法において、信託の委託者が想定されていないものとして、信託終
　了の際の法定信託、信託行為によらない信託（信託法第63条、第73条）が挙げられ
　る。
　　信託基金は、制定法上の信託であるので、法律行為によって信託が発生すること
　を予定しておらず、委託者の存在は必要ではない。しかし、信託基金の以前の規定
　では、信託基金が有効であるために、受領した金銭を信託基金として保持する旨の
　信託基金条項が必要であった。そこから、信託基金における委託者が誰かを強いて
　考えると、受託者に金銭を渡した者（例えば元請負人信託なら所有権者）というよ
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りも、金銭を受領した者自身という可能性も考えられるであろう（元請負人信託な
ら元請負人自身）。
　後者に関してみると、これは、信託宣言（dedarat量on　oftmst）の聞題である。
信託宣言とは、委託者が自己を受託者として信託設定するもので、委託者二受託者
となる。英米の信託法においては、信託宣言は何の問題もなく有効であるけれど
も、わが国では、信託宣言を認めるという明文の規定がないため、否定説がむしろ
有力である。信託法改正試案（第4試案）では、一定要件の下で信託宣言を認める
明文の規定を設けることが提案されている（信託法研究10号123頁，1986）。
　わが国の信託宣言に関しては、田中實＝雨宮孝子「いわゆる「信託宣言」の問題
について」信託100号39頁（1974）、米倉明『信託法・成年後見の研究』（新青出版、
1998年）第2論文～第4論文、等を参照。
　第二節信託基金
　§1　信託の存続期間
①信託の成立と終了
　信託は、信託資産が発生する時点で開始する。その時点で、受益者がい
るかどうかに関わりない。また、リーエン法第二章のメカニクスリーエン
の規定で要求される信託基金条項goが作成されたかどうかに関わらない。
この信託基金条項は、第二章に基づくメカニクスリーエンの優先権の議論
のなかでのみ意味を持つものである。
　信託は、改良中生じるすべての信託請求権が支払われ、若しくは消滅す
るまで、又は、すべての信託資産が信託の目的のために充当されるまで、
あらゆる信託資産に関して継続する。
②信託の目的
　受託者が信託資産を使うことのできる唯一の目的は、信託の目的であ
り、信託資産が信託の目的に充当されない取引は流用（diversion）とな
る。流用を理由として、受託者又は信託資産の譲受人又はその両方が信託
受益者に対し責任を負うことになる。そこで「信託の目的」とは何かが問
題となる。
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　ここでの「信託の目的」に関して、まず所有権者信託において、第71条
1項は、信託資産が「改良費用の支払のために（中略）保持され、かつ充
当される」ことを要求する。「改良費用（cost　of　improvement）」は第2条
5項91で規定されている。一般的に言って、元請負人、下請負人、材料供
給者、労働者、又は建築融資モーゲッジ権者への支払いは適切である。
　次に元請負人信託及び下請負人信託については、第71条2項が、「住宅
工事を含む不動産工事又は公共工事から生じる（中略）支出（expendi－
tures）のために保持され、かつ充当される」ことを要求する。この支出
とは以下の通りである。
　（a〉下請負人、建築家、技師、測量士、労働者、及び材料供給者の請求権
　に対する支払い。
　（b）上記の者を含む従業員名簿に基づくかつ源泉徴収され又は源泉徴収さ
　れることを要求された租税、及び、改良の履行に関連して設置又は提供
　することを要求された材料又は設備の売買価格若しくは価値に基づく租
　税の支払い。
　（c）上記請求権が生じるもとになった雇用を理由として支払うべき租税、
　失業保険、及び他の保険料の支払い。
　（d）給付金（benefits）若しくは賃金補足金（wage　supplements）の支払い
　又は上記給付金若しくは上記補足金を提供するのに必要な額の支払い。
　但し、受託者が雇傭主として上記給付金を支払い若しくは提供する、又
　は上記補足金を提供する債務を彼が一当事者である合意によって負う限
　度を超えるものではない。
　（e）ファイルされた保証ボンドにおける保険料及び不動産改良又は公共工
　事をしている間に生じた保険における保険金の支払い。
　（f）所有権者が第71－a条の規定92に従って、権利を有する支払い。
　簡単にいうと、元請負人と下請負人は、改良に関する限り、下請負人、
労働者及び材料供給者の請求権、給与税、売上税、雇用税、給付金及び賃
金補足金、保証ボンド及び保険料を支払うために、信託資産を使うことが
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でき、このように信託資産の使途を限定されているのである。
　しかし、受託者は信託請求権の支払いの順序と方法を決定する権限、及
び信託の目的に信託資産を充当する権限を有する93。
　メカニクスリーエンに基づいて請求しうるものが必ずしも信託請求権の
目的とはならないことに注意する必要がある。例えば、弁済期限の過ぎた
請求権の利息はリーエン請求権の目的となるけれども、信託請求権の目的
とはならない。
　すべての信託請求権の支払い又は消滅により信託が終了した場合に、残
余資金に対する受益者の利益は受託者に帰属する。
　逆から言えば、受託者は、全受益者の全請求権が支払われるまで、信託
資産において受益的利益をもたない。これに関する判決を以下に紹介しよ
う。
　本判決は、ニューヨーク州最高裁判所による差戻審である。1942年改正
後で1959年改正前の規定に従って判断されているけれども、基本的姿勢は
同じである。信託基金によって労働者と材料供給者の保護を拡大してきた
州の立法政策に解釈を調和させており、信託基金に関する最も重要な判決
であるといえる。
●Aquilino　v．United　States，10NY2d271，219NYS2d254（1961）（ニュ
ーヨーク州最高裁判所）
　〔事実〕
　下請負人によるメカニクスリーエン実行訴訟。
　Fleedwoodは、租税を滞納していた。その後、Fleedwoodは元請負人
として、レストランの改築を請け負った。そして、Fleedwoodは下請負
契約を締結した。下請負人らが所有権者の不動産に対してメカニクスリー
エンの通知をファイルする数日前に、Fleedwoodに対して、連邦租税リ
ーエンの通知がファイルされた。所有権者はそれに基づき、裁判所に元請
負人（Fleedwood）に支払うべき2，200ドルを供託した（以下、本件供託金
と言う）。合衆国政府は、競合権利者確定手続の被告とされた。
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　第一審の高位裁判所と第二審の高位裁判所上訴部は、租税リーエンの優
先権を否定した。そして原告下請負人の略式裁判の申立てを認容した。合
衆国政府が上告した。
　ニューヨーク州最高裁判所は、逆の結論に達し、合衆国政府によって主
張された租税リーエンは、下請負人の請求権に優先するとした。
　合衆国最高裁判所は、裁量上訴を認容し、当該判決を取消、当該事件を
差戻した。これを承けたニューヨーク州最高裁判所の判決が本判決であ
る。
　〔判決〕
　棄却。
　元請負人・納税義務者の財産に対して政府によって主張された租税リー
エンは、その金銭（本件供託金）に達するには不十分であり、原告たる下
請負人は、本件供託金につき権利を有する。
　〔理由〕
　1930年に制定されたときには、信託基金は以下のように規定されてい
た。「〔制定法上の受益者の請求権の支払い〕以外の目的のために、その
〔信託〕基金を充当したり、充当することに同意し、かつ、その請求権の
支払いをしない元請負人は窃盗（1arceny）94の罪を負う」（旧リーエン法第
36－a条）と。これに基づいて、「この規定の目的は単に刑罰であり、民事
的救済を与えることではない」95と長い間判示されてきた。そして1942年
に第36－a条は修正され、以下の用語が加えられた。「上記信託は第3－
A章に規定されたように、信託基金を共有する権限のある人によって提
起された民事訴訟によって実行されうる。彼がリーエンの通知をファイル
したか、ファイルする権限を持っていたか、又は改良から生ずる請求権の
ための判決を得たか否かに関わらない。民事訴訟の目的のために、信託基
金は弁済期にある又は弁済期の到来すべき元請負人に対する請負報酬債権
に基づく訴権を含む。」96
　そして、信託「基金を共有する権限のあるすべての者のために提起され
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た代表訴訟」によって実行されることが規定された（第71条）。
　しかし、この1942年の改正後さえ、Gramatan事件97では、第36－a条
信託は通常の信託ではないとされ、受益者の請求権が弁済期になったとき
にしか信託が生じないこと、そして工事の進行中は、元請負人が自分自身
の目的のために支払金を使うことは信託違反ではないと判示された。
　しかし、受託者が受益者に支払う必要が生じる前に自分自身の目的のた
めに信託資産をどれくらいまで使えるかについて計算をする権限を与えら
れた場合、誤算や他の不測の事態の結果として、受益者が損失を被る危険
が存する。立法者が元請負人への支払金を「信託基金」と宣言することに
よって、明示信託の資金の流用についてのルールによって意図されたのと
異なり、制定法上の受益者への加害の可能性を避けることを意図しなかっ
たと仮定する十分な理由はない。
　第36－a条の「かつ」という接続詞を根拠にして、Raymond　Concrete
事件において、「請負人がそのとき持ちうる他の金銭又はその後受領しう
る金銭の中からその請求権のすべてを支払うのを怠らないならば、請負人
が適切だと思う目的のために、受領した金銭を使うことを禁じていない」
という判断がなされた98。
　しかしながら、1942年の改正に照らして、元請負人が信託基金を使うこ
とのできる唯一の目的は、信託の目的である。
　元請負人は、全受益者の請求権が弁済された後の残余資金についてのみ
受益的利益を有する。
　この信託の唯一の特徴は、「通常の信託ではない」ということである。
（1）元請負人・受託者が、下請負人の請求権を、それが弁済期に至った
ときに支払うように要求された場合、改良が完成するまで信託基金を保持
する必要はなく、完成を待たずに弁済してよい99。
（2）元請負人・受託者は特定の条件下で、所有権者から支払われるべき
将来の支払いについての権利を譲渡しうる。
（3）元請負人・受託者は資金を混同する（commingle）権利を有す
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る100。
（4）利用できる救済方法は、個人による訴えではなく、クラスアクショ
ンである。
　（1）については、下請負人の請求権が生じたときにそれを満足させる
ために信託基金を使うという元請負人の権利は、工事を進めていく必要上
認められるだけである。だからと言って、元請負人が信託資産上に特別の
権利を認められるわけではない。
　（2〉については、元請負人は確かに債権を譲渡しうる。しかし、第13
条6項が規定するように、「彼（譲渡人）は譲受人によって貸付けられた
金銭を受領し、かつ、リーエン法第71条に規定された信託請求権の支払い
のため第一に充当されるために、信託基金として上記金銭を受領する権利
を有する。そして、彼は、他の目的のために金銭の一部を使う前に、上記
支払いにのみ信託基金を充当する。」という信託基金条項を設けることに
よってしかそうしえない。この規定は、一時的な融資を考慮に入れること
によって、建築産業の緊急性に信託概念を適合させようとする別の試みで
しかない。
　（3）については、信託の収益と支出を計算する規定によって、通常の
信託からそう離れたものとはなっていない。
　（4）については、規定された民事救済がクラスアクションであるとい
う状況は、幾分か受益者の権利を減じるけれども、だからといって、受託
者に資金における財産権を与えたり、それを支配する権限を少しでも付け
加えるということはない。
　元請負人は、所有権者との契約の趣旨にかんがみると、弁済期にある又
は弁済期の到来すべき金銭（債権）に関しては、信託基金たる金銭につい
て財産権を有するのに十分な受益的利益を有するものではない。但し、す
べての下請負人と他の制定法上の受益者が支払われた後での残余資金に関
しては、この限りではない。
　〔コメント〕
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　ニューヨーク州最高裁判所は、当初、元請負人が所有権者から支払われ
る金銭に財産権を有すると判断した。しかし、差戻し後は、第一に、立法
史から、労働者、材料供給者らの保護が強まってきたことを指摘し（本稿
ではこの点についての判決文の紹介を略した）、第二に、信託基金が通常の信
託とは異なる点がいくつかあるけれども、それは彼らの保護を弱めるもの
ではないことを論じたうえで、元請負人は所有権者から支払われる金銭に
なんらの受益的利益をもたず、信託の目的にしか信託資産を使えないと判
断したのである。
90　第一部第一章第四節効果（優先権）を参照（前号早法76巻1号）。
91　第2条5項　改良費用
　　「改良費用」という用語は、本章で使われる場合、以下のことを意味する。すな
　わち、改良から生じる元請負人、建築家、技師、測量士、下請負人、労働者、及び
　材料供給者の請求権を支払う際に、所有権者によって負担された支出。上記の者を
　含む従業員名簿に基づきかつ源泉徴収され又は源泉徴収されることを要求された租
　税。改良の履行に関連して設置又は提供することを要求された材料又は設備の売買
　価格又は価値に基づく租税を支払う際に所有権者によって負担された支出。上記請
　求権が生じるもとになった雇用を理由として支払うべき租税、失業保険、及び他の
　保険料の支払い。給付金若しくは賃金補足金の支払い、又は上記給付金若しくは上
　記補足金を提供するのに必要な額の支払い。但し、所有権者が雇傭主として上記給
　付金を支払い若しくは提供する、又は上記補足金を提供する債務を彼が一当事者で
　ある合意によって負う限度を超えることはない。建築融資とその後の融資を得るた
　めに支払われた公正かつ合理的な額。本章第37条に従ってファイルされた又は上記
　建築融資契約によって要求された若しくはそれに従ってモーゲッジをつけられるべ
　き賃借権によって要求された又は建築融資モーゲッジに服するモーゲッジによって
　要求されたボンドに基づく保険料。リーエンを消滅させるためにファイルされたボ
　ンドに基づく保険料。（後略）
　このように「改良費用」の範囲は広い。また、元請負人信託と下請負人信託にお
　ける「支出」と比較して、かなり重なる部分がある。
92本節§2②契約買主のための信託を参照。
93　本節§4②受託者の権利を参照。
94現行法ではリーエン法第79－a条に信託基金の背任（misappropriation）とし
　て、一定の要件の下に、信託の目的以外に信託資産を充当し又はそれに承諾した者
　が、刑法上の窃盗（1arceny）の罪を負うという規定がある。ニューヨーク州法で
　は刑法第155．05条に窃盗（1arceny）罪が規定されている。もっとも、民事訴訟で
信託違反を証明するのに十分な事実の証明をすれば、それだけで、刑事訴訟におけ
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　る窃盗を証明するものではない。有罪であるために、合理的疑いを超えて必要不可
　欠な犯罪意図を証明する責任は検察官にある。しかし、実際には、流用による民事
　的責任は負っても、第79－a条に基づき、刑法上の罪を問われることはほとんどな
　いらしい。リーエン法は「刑事目的には控えめに（sparingly）使われるべきだ」
　という判決（PeoplevVanKeuren，31AD2d711，295NYS2d892（1968）3dDept）
　が影響しているようである（以上、Bowmar・前掲注（18）§16．7参照）。
95　Raymond　Concrete　Pile　Co．v．Federation　Bank＆Trust　Co．，288NY452，43
　NE2d486（1942）しかしこれは傍論であった。
96この修正はWickes　BoilerCo．v．Godfrey－Keeler　Co．，2Cir。，116F2d842と
　Amiesite　Const．Co．v．Luciano　Cont．＆Bldg．Co．，284NY223，30NE2d483
　（1940）がきっかけであった。前者において、リーエン法の下での信託は、メカニ
　タスリーエンを完成した者にのみ適用されると判示された。後者において、まだ州
　（注文者）の手にある元請負人に帰すべき金銭に対する下請負人の債権は、元請負
　人の州に対する請負報酬債権を譲り受けた者に対しては主張できないと判示され
　た。
97注（85）参照。
98　1959年改正以前、流用の定義は窃盗の定義から独立して存在しなかった。もし流
　用された資産が信託に返還されたら、窃盗はなく、それゆえ流用はないであろうと
　された。しかし、1959年改正において、流用と窃盗の概念は分けられ、信託基金
　は、流用がその後救済されるかどうかにかかわらず、流用されてはならないとされ
　た。
99例えば、複数の下請負人A、Bがいたとする。改良途中で、Aの弁済期が先に
　来たけれども、Bの弁済期はまだ来ていない。その場合、信託基金から受託者・元
　請負人はAに先に支払いをしてよく、Bの弁済期が到来するまで、又は、改良工
　事が完成するまで待たなくてもよい。受託者は信託請求権の支払いの順序と方法を
　決定する権限を有する。複数受益者に対する公平義務の例外である。
100わが信託法第28条但書においても、複数の信託財産に属する金銭を混合して保管
　することを認める。「但書は物理的な面での混合を認めるにすぎず、受益者ごとに
　「計算ヲ明ニスル」必要があること、いうまでもない。これも一種の分別管理義務
　である、といえよう。」（四宮・前掲注（80）222－223頁）
§2　信託資産
信託資産は、それぞれ、所有権者、元請負人、下請負人によって不動産
工事に関して受領された金銭及びその支払いを求める訴権からなる。ま
た、信託資産はすべての有効なメカニクスリーエンが支払われた後に残さ
れた資産である。
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①所有権者信託の信託資産
所有権者信託の信託資産で主たるものは、不動産改良に基づく融資によ
って与えられた資金とその支払いを求める訴権である。
　第70条5項は、所有権者を受託者とする信託資産は、以下に基づいて彼
によって受領された資金及びその支払いを求める訴権であることを規定す
る。
（a）建築融資契約。
（b）建築融資モーゲッジ又は住宅工事融資。
（c）工事開始後から工事完成後4ヶ月の満了前に登記されたモーゲッジ。四
（d）工事開始後から工事完成後4ヶ月の満了前に登記された不動産譲渡の
　約因。
（e）工事目的物又はその一部についての現在又は将来の不動産賃借権若し
　くは不動産権に基づく弁済期にある若しくは弁済期の到来すべき賃料の
　譲渡の約因又は譲渡によって担保された貸付。但し、その譲渡が工事開
　始後から工事完成後4ヶ月の満了前に設定される場合、又は工事開始前
　に設定され、かつ工事をする明示の約束若しくは工事がなされる明示の
　表示がその譲渡において含まれるか、又は譲渡がなされる取引において
　与えられる場合に限る。
（f）火事やその他の災害による改良物の破壊、又はその除去のために支払
　うべき保険金。但し、信託基金以外の資金から所有権者によって支払わ
　れた保険料のために所有権者が払い戻しを要求できる額は、信託資産の
一部とはみなされない。
（9）不動産売買の未履行契約及びその上の建物建設によるその改良物の未
　履行契約。
（a）乃至（d）及び（9）に基づく信託資産に関しては、受益者がメカニ・クスリー
エン権利者でもあった場合に、第13条に規定される優先原則に基づいて、
モーゲッジや不動産譲渡に優先するかどうかとは関係なく、彼は所有権者
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信託の受益者として、その信託資産を利用できる。
（a）乃至（f）に基づく信託資産は、改良工事の支払いのために保持され、か
つ充当されることが要求される。
②契約買主のための信託一所有権者を受託者とするもう一つの信託
　（9）に基づく信託資産に関しては、さらに詳しい説明が必要である。
　（9）に基づく信託資産は、改良費用の支払いのためだけでなく、さらに第
71－a条で規定された信託の目的のために保持され、充当されなければな
らない。第71－a条は、売買契約に基づき買主によって所有権者・売主へ
渡された前払い金は、買主の利益のために所有権者が受託者である信託資
産となると規定する101。そしてこの契約買主のための信託も改良費用の
支払いのために保持され、かつ充当されなければならないとされる。
　すなわち、所有権者は二っの信託に基づく受託者となる。受託者は、各
信託に基づき、上記資産を改良費用に充当することを要求される。そして
契約買主のための信託に基づいて、信託資産は受益者としての買主の権益
に服する。しかし、買主の信託請求権は、所有権者信託の信託請求権に服
する。
③元請負人信託の信託資産
　元請負人信託又は下請負人信託の場合に、信託資産のうちで主なもの
は、請負契約に基づいて支払われた金銭である。
　第70条6項は、受託者が元請負人である信託の資産は、以下に基づいて
彼によって受領された資金及びその支払いを求める訴権であることを規定
する。
（a）不動産工事契約、住宅工事契約、又は公共工事契約。
（b）請負契約に基づき弁済期にある又は弁済期の到来すべき金銭債権の譲
　渡。
（c）火事又はその他の災害による住宅工事を含む不動産改良又は公共工事
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の改良物の破壊又はその除去のために支払われるべき保険金。但し、信
託基金以外の資金から元請負人によって支払われた保険料のために元請
負人が払い戻しを要求できる額は、信託資産の一部とはみなされない。
④下請負人信託の信託資産
　下請負人信託の信託資産は、以下に基づいて彼によって受領された金銭
及びその支払いを求める訴権である（第70条7項）。
　（a）下請負契約。
　（b）下請負契約に基づいて弁済期にある又は弁済期の到来すべき金銭債権
　の譲渡又は命令。
　（c）火事又はその他の災害による不動産改良又は公共工事の改良物の破壊
　又はその除去のために支払われるべき保険金。但し、信託基金以外の資
　金から下請負人によって支払われた保険料のために下請負人が払い戻し
　を要求できる額は、信託資産の一部とはみなされない。
　これは元請負人信託の信託資産とほぼ同じである102。（b）の命令が異な
るくらいである。
101所有権者・売主が契約した改良工事を行うのを怠った場合、又は改良工事が完成
　前に放棄された場合において、不動産買主のために特別な保護を目的として、第71
　－a条が追加された。上記の場合において、買主は自己の前払い金を回復すること
　を求める際に、改良された又は一部のみ改良された不動産上に買主のリーエンを実
　行することになる。しかしこのリーエンは、その契約の登記に先立って登記された
　他のリーエンすべてに劣後する。これでは結局、買主は、契約違反を理由とする売
　主に対する訴訟しか利用できない。従って、不動産を占有していない、そして改良
　に関してほとんど又は何も支配していない買主は、彼の契約に基づいてなされた前
　払い金に対して一層の保護が必要であるとされたのである。（Bowmar・前掲注
　（18）§14．12参照）
102第70条7項（c）にはおそらく住宅工事も含まれる。1987年に第70条6項（c）に「住宅
　工事」を新たに追加したときに、見落とされたとのことである。Bowmar・前掲
　注（18）§14．9参照。
§3　信託受益者
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①所有権者信託、元請負人信託、下請負人信託それぞれの受益者
　第71条は「信託受益者」という用語を直接には定義していない。しか
し、第71条3項は「信託請求権」という用語を定義している。信託受益者
は信託請求権を有する者であると解されている。
　所有権者信託に関して「信託請求権」とは、所有権者が債務を負う改良
から生じる元請負人、下請負人、建築家、技師、測量士、労働者、及び材
料供給者の請求権であって、改良費用として定められた支払い又は支出の
ために、改良に関して負担した所有権者の債務を意味する。このように信
託請求権は、所有権者が直接に債務を負っているものでなければならな
い。
　従って例えば、所有権者が改良費用として下請負人の請求権を任意に支
払うこともありうるけれども、下請負人は所有権者信託の受益者とはみな
されない。
　受益者がリーエン法第二章に規定されたメカニクスリーエン通知をファ
イルしたか若しくはファイルする権利を有したか又はそのための勝訴判決
を得たかどうかは関係がない。
　また、第71条4項は、所有権者が第2条5項で定義される「改良費用」
の一部を支出する債務を負う場合、彼がその債務を負う者は受益者である
と規定する。例えば、建築融資モーゲッジにより、モーゲッジ設定者（所
有権者）が、優先するモーゲッジを除去したり、租税を支払ったりする債
務を負う103場合、建築融資モーゲッジに基づくモーゲッジ権者は、受益
者となる。
　元請負人信託に関して、元請負人に対して請求権を有し、住宅工事を含
む不動産改良、又は公共工事から生ずる一定の支出104に対して彼に責任
を負わせている者が、元請負人信託の受益者である。
　元請負人信託における信託請求権とは、「受託者が第71条2項で規定さ
れたように信託基金を利用するよう権限が与えられた支払いのために生じ
る請求権」（第71条3項（b））である。所有権者信託の信託請求権において、
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所有権者が「債務を負う」ものとされ、元請負人信託では、「権限が与え
られた」という表現の違いがあるけれども、元請負人が支払いをする権限
を与えられているその対象者は、彼が支払いをなす債務を負っている者に
制限されるべきだと解されている。
　下請負人信託についても、元請負人信託と同様の規定が用意されてい
る。
②受益者の追加
　信託受益者とメカニクスリーエンをファイルする権利のある者とは全く
同じというわけではない。信託受益者は、さらにいくつか追加されてい
る。
　その他に、アメリカ合衆国とニューヨーク州も受益者となる。その請求
権が失業保険及び社会保険控除を含む雇用税のためのものであって、その
租税が、信託目的物である不動産改良における雇用のためのものという限
定付きではあるが。メカニクスリーエンの権利を有しないけれども、租税
請求権者は信託受益者であり、かつ、有効なメカニクスリーエン請求権が
支払われた後に残っている信託資産の分配において第一優先順位の権利を
有する。
　さらに、未履行契約の不動産買主は、不動産改良のために売主・所有権
者の手に入る信託資産に関して信託受益者である105。しかし、この買主
の信託請求権は、他の信託受益者の請求権に服する。
　以上要するに、信託受益者には4つのカテゴリーがある。（1）有効な
メカニクスリーエンを有する請求権者、（2）メカニクスリーエンを取得
することができたけれども、取得しなかった請求権者、（3）有効なメカ
ニクスリーエンを取得したけれども、失効その他によってそれを失った請
求権者、（4）メカニクスリーエンを取得することができない請求権者。
　すべての信託請求権は、契約締結時点又は請求権の生じる取引の発生時
点から存在するとみなされる（第71条5項）。しかし、信託自体はその信託
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資産が発生するまで存在しない。
103これらは「改良費用」として定義されるものである。
　104本節§1②信託の目的にて既述。
105本節§2②契約買主のための信託を参照。
　§4　信託受託者の権利義務
　リーエン法で信託資産として規定された資金を受領する所有権者、元請
負人、及び下請負人は受託者である。材料供給者、建設資金貸主は、受託
者ではない。リーエン法によって特定された当事者のみが受託者となる。
また自らの不動産を自らの資金で改良する所有権者は、自らの金銭の受託
者ではない。リーエン法で規定された方法で金銭を受領しないからであ
る。
①通常の信託の受託者と同じ権利義務
　第3－A章信託の受託者（信託基金の受託者、以下同じ）は、どの信託と
も同じ基本的な受託者の義務を負担する。例えば、受益者への忠実義務、
受益者のために帳簿を整備し、かつ提出をする義務、受託者の固有財産か
ら独立して信託基金を保持する義務、受益者に報告し、かつ受益者が信託
計算書を調べるのを認める義務、信託資産の証拠を取得する義務、及び信
託のために請求権を実現する義務などである。
　受託者は、信託基金について財産権を有しない。従って受託者の債権者
は、すべての受益者が支払われるまで、信託基金に対して執行できない。
信託資産は受託者個入の財産として差押さえられない（第72条2項参照）。
②受託者の権利
　伝統的な受託者とは異なり、第3－A章信託の受託者は、受益者に支払
いをする際に、公平に行動することを要求されない。
　受託者は信託請求権の支払いの順序と方法を決定する権限、及び信託の
目的に信託資産を充当する権限を有する（第74条1項）。
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　受託者は、建築プロジェクトを完成させるために、最も重要な支払いを
する自由を与えられる。すなわち、信託受託者である所有権者、元請負
人、又は下請負人は、受益者の誰がどのように支払われるべきかについて
裁量権を有する。逆にいえば受託者は、信託資産を受益者に適切に分配す
ることを確実にする義務を有せず、受益者の債権者への支払いも保証しな
い。後者に関して、例えば、所有権者信託における所有権者は自己から支
払いを受けたその元請負人が、その資金つまり信託基金を適切な信託受益
者にだけ分配するよう気をつける義務を有しない。
　しかし、すべての信託請求権の支払い前に、信託の目的以外の目的に信
託資産を充当することは流用であり、その充当時点で信託請求権が存する
か否かにかかわりない。
　受託者は、信託の目的に信託資産を充当しなければならず、他の目的に
信託資産を流用することを禁じられるけれども、同じくプロジェクトを完
成させるために、融資の返済をある程度認められる106。
　以下の事件は、信託資産の流用を訴える権限のある者に関しての判決で
ある。
●Teman　Bros．，Inc．v．N’ew　York　Plumbers’Specialties　Co．，109Misc．
2d197，444NYS2d337（1981）
　〔事実〕
　信託訴訟が1975年1月7日にPlumbers（材料供給者）によって、Chase
銀行に対して提起された。この訴訟において、銀行がGico－Beech（元請
負人）の下請負人（Bellmore）に対し、銀行によってなされた融資の返済
として、合計80，340．50ドルの支払いをGico－Beechから受領したと、
Plumbersが主張した。PlumbersはBe11moreの材料供給者である。
Plumbersは、このGico－Beechによる支払いがリーエン法違反の下請負
人（Bellmore）信託資産の流用であると主張した。この訴訟は1976年6月
12日に和解が成立した。
　この信託訴訟の和解無効を申立てたのが本件である。本申立は、Gico一
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Beechの下請負人D＆F及びGico－Beechの材料供給者Atlanticによっ
てなされた。申立人の主張は以下の通りである。
　Gico－Beechによる銀行への支払いはGico－Beechの信託資産の不適切
な支出であった。銀行はこれらの不適切な流用を知る譲受人である。銀行
はそれによってその信託の受益者又は請求権者に責任を負う。従って、信
託訴訟の和解は無効である。Plumbersは銀行から受領した和解金にっい
てGico－Beechの受益者に説明し、また同じ建設プロジェクトから生じた
他の訴訟において主張された他の信託請求権とともに、上記信託訴訟で主
張された信託違反について審理が行われること。
　Plumbersと銀行は、それぞれ、本申立てに反対する。
　信託訴訟はGico－Beech信託基金ではなくて、Bellmore信託資産の銀
行への流用を問題としていた。従って和解における明白な不法に対して異
議を唱える権限のある唯一の当事者は、Bellmore信託の受益者であって、
Gico－Beechの信託の受益者ではない、と。
　本件では、Gico－Beechから銀行への支払いがGico－Beech信託資産又
はBellmore信託資産の不適切な流用となるかどうかが問題となる。
　〔判決〕却下。
　〔理由〕
　Gico－Beechから銀行へなされた支払いは、BellmoreとGico－Beech
との下請負契約に基づくBellmoreの報酬債権の支払いに充当される効果
を有する。Gico－Beech信託資産がこの支払いによって減じられた一方
で、その信託資産に対する請求権の対応部分が縮減した。Gico－Beech信
託の他の受益者と潜在的な請求権者は、支払いによって何も害されていな
い。Gico－Beechが直接Bellmoreへ、その下請負契約に基づきなされた
仕事のために支払いをしたのと同様である。従って、支払いが最初に
Bellmoreにそして次に銀行へとなされないで、銀行に直接なされたとい
う事実に実質的重要性はない。従って、この支払いはGico－Beech信託に
関しては適切であったと判断する。
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　銀行に支払われた金銭は、それに対して、BellmoreがGico－Beechと
の下請負契約に基づきなされた仕事のための支払いを求める訴権をもつと
いう関係にある資金であったので、Bellmore信託資産であったかもしれ
ない。さらに、銀行がBellmoreへの融資の返済として、金銭を受領した
ことはBellmore信託資産の流用であったかもしれない。なぜなら、Be11－
more信託資産がこの支払いによって減じられた一方で、その信託資産に
対する請求権の対応部分が縮減していないからである。しかし、その支払
いから生じるどの潜在的信託責任も、Bellmore信託受益者に対してだけ
である。Gico－Beech信託又はその受益者に関しては不法な流用とはなら
ない。
　いかなる流用があったとしても、Bellmore信託基金についてのもので
あって、これらの支払いに関して、又はそれらを含む訴訟の和解に関し
て、適法に訴える権限を有する唯一の当事者は、Bellmore信託の受益者
である。申立人も、本プロジェクトに関する他の訴訟におけるその他の当
事者も、そのような受益者ではない。
　〔コメント〕
　本件では、Gico－Beech（元請負人）から銀行に対して直接に支払いがな
されているけれども、これはBellmore（下請負人）のかわりに行ってい
るものであり、Gico－Beech（元請負人）→Bellmore（下請負人）→銀行へ
の支払いと同視しうるものである。
　信託資産を誰にどう分配するかは、受託者の裁量に委ねられており、
Gico－Beech（元請負人）が、他の下請負人に支払わずに、Bellmoreに支
払うのは適法である。問題なのは、Bellmore（下請負人）が受益者である
材料供給者に支払わずに、受益者ではない銀行に信託資産から融資の返済
をしたことである。そして、それに対して流用であったと訴えることがで
きるのは、下請負人信託の受益者であるPlumbersであり、元請負人信託
の受益者である本件申立人D＆F及びAtlanticではない。従って、D＆F
及びAtIanticは、Plumbersと銀行の和解につき無効を申立てることはで
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きない。
本件では、Gico－Beech元請負人信託とBellmore下請負人信託の違い
を明確にしている。
③受託者の義務一記録保持義務
　受託者の帳簿は、それが処理する各信託にっいて、収支の配分を示さな
ければならない（第75条1項）。受託者は自己名義で、信託資産を銀行等の
金融機関に預けることができるけれども、受託者は各改良の信託基金のた
めに独立の銀行預金口座を維持する必要はない。しかし、受託者の帳簿
（books）又は記録（records）は、どの資金が受領され、各信託において支
払われたかを明確に示さなければならない。すなわち、独立の帳簿又は記
録が、各改良において、維持されなければならない。
　各信託に関する帳簿又は記録は、以下の内容を含まなければならない
（便宜上、簡略化してある）（第75条3項）。
1、受領しうる信託資産。
2、支払うべき信託資産。
3、受領された信託資産。
4、信託資産でなされた信託の支払い。
5、貸付通知に従ってなされた貸付金を担保するための、又は貸付金の返
済における信託資産の移転。
　以上が特定されるための詳細な記述が必要となる。信託資産の収支予
定、そして実際の収支が記入される。
　これらの記録を保持しないことは、受託者が信託でない目的のために信
託基金を流用した又は流用に承諾したという推定効果を有する証拠となる
（75条4項）。
●Raisler　Corp．v．Uris55Water　Street　Co．，91Misc2d217，397NYS2
d668（1977）
　〔事実〕
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　リーエン法第3－A章に基づいて生じる信託を実行する本訴訟におい
て、原告Raislerは、自分自身と他のすべての信託受益者・下請負人のた
めに訴え、被告U55Partnership、U55Corp．、UBC、及びChemica1に
対して即決裁判を求めた。被告もそれぞれ即決裁判を求めて交差申立てを
した。
　原告Raisler（元請負人）は、1969年6月27日にU55Corp．と元請負契
約を締結した。U55Corp．はニューヨークの法人であるが、建築プロジェ
クトのためだけに、UBCによって組織された。U55Corp．はプロジェク
トのために土地を獲得し、建築融資を得て、原告及びその他の請負人と契
約を締結した。UBCはU55Corp．によって締結された請負契約のいずれ
の当事者でもなく、またその契約において明示された債務の履行又は支払
いの保証もしていなかった。そのプロジェクトのための130万ドルの融資
は、1969年6月25日付けの建物融資合意に従って、銀行からU55Corp．
へなされた。所有権は1969年10月21日にU55Corp．からU55Partnership
及びChemicalに移転された。プロジェクトに関してU55Corp．によって
生じたすべての債務は、原告との元請負契約も含めて、U55Partnership
に引き継がれた。
　原告は、以下のように主張する。すなわち、4つの支払いがリーエン法
第3－A章に違反した信託の流用である。これらの支払いのうち3つは、
所有権者・受託者としてのU55Corp．からUBCへの信託基金の移転であ
る。移転された資金がU55Corp．が受託者である信託資産の一部をなす
銀行との建築融資金であるから。第4番目の流用は、元請負人・受託者と
してのU55PartnershipからUBC及びChemica1への信託資産の移転で
ある。この資金は、U55Partnershipによって賃借人のために履行された
テナント工事の約因として、賃借人のひとりによってなされた支払いであ
るから。
　〔判決〕
　即決裁判を求める被告の申立ては棄却。
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　即決裁判を求める原告の申立ては一部認容、一部棄却。
　〔理由〕
　（1）建築融資に基づいて、U55Corp．によって受領された資金は、
U55Corp．（所有権者）が受託者である信託資産であった（第70条5項）。こ
れらの資金の一部のUBCへの移転は、信託資産の流用であった（第70条
1項）。その移転は、第73条で規定される貸付通知要件107を満たさず、不
法な流用として無効である、そして、移転が受益者に対してなされた事前
の貸付の担保として、約因として又は返済としてなされ、そして実際に信
託の目的に充当されたという積極的抗弁を利用できない。但し、適切な通
知がその他の方法で、受益者たちにもたらされたことが証明される場合を
除く。銀行の主張するU55Corp．によるUBCへの建築融資収益金からの
110万ドルの返済は、この禁止に明らかにあたる。事前の貸付は積極的抗
弁を主張できない。
　第75条は、受託者が信託基金がまるで代替可能な金銭であるかのように
扱われる財政的計らいをとることによって、その信託責任を無視しないこ
とを確認することを意図する。Uris被告がこの申立てに基づいて第75条
で述べられた帳簿と記録又はその要約、概要、その関連部分を求めに応じ
て出さないのは、受託者が信託の目的でないものに信託基金を充当するの
に同意した又は承諾したという推定効果を有する証拠となる（リーエン法
第75条4項）。この推定は、反駁されなかった。
　（2）他方で、その賃借人の1人からのテナント工事のための支払いに
基づいてU55Partnershipによって実現された取引の収益金は、第70条
5項のいずれによっても信託資産とはならない。U55Partnershipは改良
物の所有権者として、それゆえ、これらの資金に関して受託者とならな
い。それは、この特定の取引に関して元請負人として特徴付けられること
はできないし、第70条6項（a）に基づく受託者として責任を負うとは判断し
えない。賃借人のために改良することを引き受けた賃貸人は、改良費用の
分担に関する賃貸人と賃借人との間の契約取り決めにもかかわらず、所有
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権者として行動するのであって、元請負人となるわけではない。
　受領した資金が賃借人からのものであるので、U55Partnershipが受託
者である信託資産ではなかった。訴えを棄却する即決裁判は、Chemica1
に有利に与えられた。
　（3）Uris被告は、たとえ第73条に基づいて規定された積極的抗弁が、
貸付通知をファイルしないことのために彼らに利用できないとしても、そ
れにもかかわらず、主張される流用された全額に等しい又はそれ以上の資
金が（1）で主張された流用の後に受託者に返還（restoration）された、
そして、その資金は、実際に受託者によって適切な信託の目的のために充
当されたと主張する。これに対して、第73条で規定された貸付通知要件を
遵守しなければ、抗弁は利用できないというのが原告の主張である。
　主張される不適切な移転の返還は、たとえ、貸付通知がファイルされな
かったとしても、抗弁として認められる。但し、それによって改良にもた
らされた資金が信託の目的に使われたと証明されることを要件とする。
　当裁判所は、被告により流用された額が銀行によって拡張された建築融
資を信用情報の源として当てにし得る人々（著者注・信託受益者）の期待
に、あらゆる点で添う形で、返還されたと判断する。従って原告の申立て
は排斥される。
　Uris被告によってなされた即決裁判を求める交差申立ては、UBCによ
って受託者に対して、それに流用されたと主張されるのと金銭の等しい額
又はより大きな額が返還されたかどうかについて、そしてもしそうなら、
その返還された金銭がリーエン法第2条5項によって定義された改良費用
に充当されたかどうかについての事実問題が存するとして排斥される。
　〔コメント〕
　まとめると、以下のようになる。
　元請負人・受託者による親会社への建築融資金からの支払いは、信託資
産の流用となる。
　賃借人によってなされた、自分のために履行された工事に対する支払い
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は、信託資産とならない。
　しかし、信託基金が流用された後に、受託者に返還され、その返還され
た金銭が改良費用に充当される場合には、必ずしも貸付通知要件が満たさ
れていなくても、抗弁となりうる108。本件ではその事実問題を決定すべ
きであるとして、即決裁判の申立てが排斥された。
④受託者の義務一記録を調べる受益者の権利
　信託請求権を保持する信託受益者は、請求により、（a）信託に関する帳簿
又は記録を調査する権利及びその写しを作成する権利、又は、（b）帳簿又は
記録に含まれた信託に関する記載事項を示す宣誓付陳述書（verified　state－
ment）を受領する権利を有する。（a）を請求するのか、（b）を請求するのか
は受益者の選択による。上記の請求をするために、受益者の信託請求権は
少なくとも30日前に弁済期に到っていなければならず、その後は月に一度
より多くは請求できない（第76条1項参照）。制定法に従わない請求は無効
とされる。
　帳簿若しくは記録の調査又は宣誓付陳述書の請求は、書面により、直接
又は配達証明付郵便若しくは書留郵便によって送達される。それには、受
益者の氏名及び住所、改良工事の記載、信託請求権の記載、履行された仕
事、弁済期にある額、及び、弁済期日が含まれなければならない（第76条
2項）。
　これは、第77条に規定される償還を求める信託訴訟と混同されてはなら
ない。それぞれ独立の手続である。
　帳簿・記録の調査と宣誓付陳述書の受領とのどちらを選択するのがよい
かといえば、最初に受託者の宣誓付陳述書を請求することが賢明であると
される109。宣誓付陳述書を請求されると、受託者としてはそれに応ずる
ために同陳述書を作成せねばならなくなり、その帳簿をまとめあげ、調べ
やすい形式に直すことになるが、それはとりもなおさず受益者にとって、
帳簿・記録を調査するよりは便宜になるからである。そして受益者が提供
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された陳述書に満足できない場合には、後日に受託者の帳簿自体を調べる
か又は受託者に完全な陳述書を提供するように強制する命令を裁判所に申
立てることができる。
　帳簿・記録を調べたり、宣誓付陳述書を受領するという受益者の権利は
ほとんど制限されない。受益者が受託者と直接の契約関係にあるかは重要
ではない。従って、下請負人が所有権者から陳述書を請求することもでき
る。こうすれば、所有権者から元請負人への支払いの記録について、宣誓
付陳述書を得ることができる。
　請求に応じて、受託者は二つの選択をしうる。受託者は、送達の10日以
内に請求に従うか、又は、裁判所に請求を取消す命令を申立てなければな
らない（第76条5項）。裁判所は、請求が手続的に不適切であるか、又は請
求する者がその権利のない場合に、請求を取消すことができる。
　その請求に従うために、受託者は、第75条によって保持されるべきこと
を要求されたすべての情報を含まなければならない。受益者は、全信託に
関する情報及び全改良に関する情報について権利を有する。受益者に関係
のある情報に限られるのではない。
　受託者が請求に従わなかった場合には、受益者は裁判所に、受託者がそ
の請求に応ずべき旨の命令を申立てることができる。しかし、請求に従わ
ないことに対する制裁は規定されていない。
106後述本節§5①貸付通知及び③積極的抗弁を参照。
107後述本節§5①貸付通知及び③積極的抗弁を参照。
108信託資産が流用された場合に、流用された資産が信託に返還されたことを証明す
　ることによって、受託者又は譲受人が責任を免れることができるかという問題であ
　る。本件で問題となったのは、譲受人である親会社であり、返還の抗弁を使うこと
　が認められた。しかし、受託者の場合には、この返還の抗弁が認められていない。
109Fifty・前掲注（18）1996supplement§33．12J参照。
　§5　貸付通知と譲渡通知
　信託資産からの支払いを受領する権利は、すべての信託請求権者にとっ
て自動的なものではない。受託者に対する金銭の貸主と債権の譲受人（受
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託者からのそれ）は、一定の制定法上の要件に従わねばならない。貸主又
は譲受人は、信託資産を受領する権利を守るために、貸付通知又は譲渡通
知をファイルしなければならない。そうしない場合には、信託基金の流用
とみなされる。
①貸付通知
　貸主が金銭を信託の目的のために貸し付ける場合、「貸付通知（Notice
of　Lending）」が信託基金から貸主の返済を受ける権利を守るためにファ
イルされなければならない。貸付通知は、ファイリング5日前から、ファ
イリングの日、そして明記された消滅日までになされた貸付について効力
を有する。貸付が消滅日以降になされる場合には、貸付通知は「第二貸付
通知」又は、「第三貸付通知」と題された通知を前の通知の消滅日の少な
くとも60日前にファイルすることによって継続されうる（第73条3項（c））。
　貸付通知はおおよそ以下の内容を含まなければならない（第73条3項
（b））。
　貸主の住所氏名、貸付がなされた者の住所氏名、改良不動産の記載、貸
付の日付、通知の効力の消滅日（通知ファイル日から2年を経過できない）、
未払い貸付金の最大額。
　貸付通知はメカニクスリーエン通知がファイルされた場所でファイルさ
れなければならない。
　第73条に従わない場合には、たとえ、受託者から貸主への移転が、その
他の点で改良に基づいてなされた融資の適切な返済であったとしても、そ
の移転は流用とされ、無効とされる原因となる。貸主は制定法を遵守する
ことを通じて自らを保護する手段を有する。その保護を利用しない貸主
は、自らの危険においてそうすることになる。
　そして、貸付通知をファイルしても、それだけで貸主に対する信託資産
のすべての移転が適切なものとなるわけではない。貸付通知は、貸主に流
用の責任に対する積極的抗弁のみを与えるものである。彼は返済請求権を
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主張できない。
②譲渡通知
　受託者が請負契約に基づく債権を譲渡した場合、譲受人（assignee）は、
リーエン法第15条による「譲渡通知（Notice　of　Assignment）」をファイル
することによって、信託資産を受領する権利をその譲渡の一部として保護
されうる。第15条2項の要件に従った譲渡通知は、信託の目的のための貸
付通知とみなされる（第73条3項（d））。そして譲受人に、貸主が貸付通知に
基づき受領するのと同じ保護と義務を与える。
③積極的抗弁
　リーエン法第73条は、第72条に基づき流用となる信託資産の移転
（transfer）に関して、受託者又は信託資産の譲受人のために積極的抗弁
（affimative　defense）110を規定する。積極的抗弁は、信託を犠牲にした投
機的な又は先を考えない融資を奨励することなく、かつ将来の受益者のた
めに適切な保護手段として、受託者が現在の支出のために、必要な融資を
得ることができるように意図されたものであり、1959年に追加された規定
である。判決された事件では、受託者ではなく、ほとんど譲受人が問題と
なっている。
　受託者に信託資産の流用を理由として、個人的に責任を課すことを求め
る訴訟において、受託者は抗弁として以下のことを証明することができ
る。（1）移転が「貸付通知」において指定された譲受人（transferee）に
なされたこと、（2）その移転が、その貸付通知に従って受託者としての
彼に（又は受託者としての彼の代わりに）なされた貸付の担保として、貸付
の約因として、又は貸付の返済としてなされたこと。及び（3）そのよう
にしてなされた貸付が実際に信託の目的のために充当されたこと、であ
る。
　受託者は抗弁が証明されたその貸付額に関して、その貸付の最大額ま
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で、流用を理由とする個人的責任に対して免責される（第73条4項）。
　次に、信託資産が移転された者に対する、信託から流用された資産を回
復する訴訟において、又は流用の損害賠償請求訴訟において、「貸付通知」
で指定された譲受人は、抗弁として以下のことを証明することができる。
（1）移転が、その貸付通知に従って受託者に対して、又は受託者の代わ
りになされた貸付の担保として、貸付の約因として、又は貸付の返済とし
てなされたこと。（2）その貸付をなすに先立ち、彼が受託者から、受託
者が貸付金を受領し、かつその貸付金を信託基金として、第71条で規定さ
れた信託請求権の支払いのために第一に充当する権利を保持する、そし
て、彼は、他の目的のためにその貸付金の一部を使う前に、上記支払いに
のみ信託基金を充当するという受託者の書面による合意を得たこと、であ
る。
　1966年の改正において、譲受人によってなされた貸付が実際に信託の目
的に充当されたという要件から、受託者からの書面による合意という要件
に置きかえられた。
　受託者の場合と同じく、譲受人は、その抗弁が証明された場合には、貸
付額がファイルされた貸付通知に特定された最大額を超えない限度におい
て免責される。
　譲受人又は受託者が、なされた貸付に対する宣誓付陳述書を求める信託
受益者の書面による請求に答えない場合には、同上の免責を受けることは
できない。
　以上のことは、「譲渡通知」に関しても、同様である。
110affirmative　defenseとは、「訴訟において請求を根拠づけるために主張されてい
　る事実を前提としたうえで、新たな事実を主張して請求を理由づけること。通例、
新事実の主張者側に証明責任がある（後略）」（前掲注（32）英米法辞典）。もっと
　も、この説明のうち「請求を理由づけること」は誤りで「請求を否定すること」と
　あるべきである（田中英夫『Basic英米法辞典』東京大学出版会（1993）7頁）。
§6　信託実行訴訟
　　　　ニューヨータ州法における建築請負報酬債権の担保方法（伊室）　　183
　第3－A章に基づき生じた信託は、信託受益者すべての利益のために
提起される代表訴訟において、信託請求権者によって実行される。また信
託実行訴訟は、受託者によっても開始されうる。別段の定めを除き、クラ
スアクションの手続に従う（第77条参照）。
信託実行訴訟は、改良中いつでも開始されうる。工事完成後1年以上経
過した場合又は、下請負人若しくは材料供給者の場合には、請求権者の契
約に基づく最後の支払いが弁済期になった日付から1年の期間が満了した
場合、訴訟は開始されない。但し、受託者による最後の清算及び彼の解任
を求める訴訟を除く。
　訴訟において与えられる救済は、信託資産を特定し、回復すること、流
用を無効にすること、流用の差止命令をだすこと（enjoin）、又は、信託違
反若しくはその関与のための損害賠償請求である（第77条3項（aXi））。
　信託実行訴訟は、受託者だけでなく、追加的に又は選択的に、流用され
た信託資産の譲受人に対しても提起されうる。
　流用に関して言えば、信託実行訴訟において、悪意の譲受人からの流用
された信託資産の回復、又は流用に同意した受託者、悪意の関係者に対す
る損害賠償を求めることとなる。
第三節　ボンド（保証証書）
　メカニクスリーエンを補充するものとして、信託基金以外にボンド
（bond）がある。これは、ニューヨーク州に限らず、一般的に利用されて
いるものである。前稿で既に触れたので111、ここではニューヨーク州法
にかかわりのある部分だけを取り上げる。
　§1　私的工事の支払いボンド
私的工事が支払いボンド（paymentbond）を有しており、その契約額が10
万ドルを超える場合、所有権者は、ボンドの写しを当該工事の行われる郡
書記官事務所で、ファイルしなければならない。ボンドは所有権者がボン
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ドを受領してから30日以内にファイルされなければならない。所有権者
は、支払いボンドを得る義務を負わないけれども、ボンドを有しているの
にそのファイルを怠ると、所有権者は、ボンド請求権者の一定の弁護士費
用を負担する義務を負う112。
　§2　公共工事の支払いボンド
　ニューヨーク州では、州、地方自治体、公益法人（public　benefit　corpo－
rations）、及び法律によって指定された委員会によるすべての公共工事が
支払いボンドを要求する。これは第137条ボンド113又はリトルミラー法ボ
ンドとしても知られている。それは、元請負人又は下請負人に労務又は材
料を提供したすべての者への支払いを保証する。第137条ボンドは、公共
工事における支払いを確保することによって公共不動産を改良する当事者
に追加的な保護を与えることにより、リーエン法を補うことを意図する。
他に下水道システム、運河等も、制定法によって、支払いボンドが要求さ
れる。また、公共工事は、このような制定法がなくとも支払いボンドを要
求しうる。ボンドは、ボンドが特に制定法をその条項に組み入れない限
り、まるでそれが私的ボンドであるかのように制定法から独立して、コモ
ンローによって解釈される。
　111NBL629号56－58頁参照。建設保証には入札保証、履行保証、支払い保証の3つ
　がある。ここでは支払い保証のみ取り上げる。
　112　N．Y．General　Obligation　Law§5－322．3
　　　「公共工事契約以外の不動産改良工事契約に関して発行された支払いボンドの写
　　しは、その改良が着手されるべき郡における郡書記官事務所で、改良物の所有権者
　によって上記発行の30日以内にファイルされる。しかしながら、上記ファイリング
　は、不動産改良工事契約が100，000ドルを超える額についてのものである場合に要
　求される。
　　ここで規定された支払いボンドをファイルすることを怠った所有権者は、訴訟を
　提起し、又はボンドに基づく手続を行う請求権者の合理的弁護士費用について、裁
　判所の決定に従って責任を負う。」
　113　N．Y。State　Finance　Law§137
